
「次世代育成支援行動計画」「市町村子ども・子育て支援事業計画」策定に伴うニーズ調査比較

次世代育成支援行動計画（後期） 子ども・子育て支援事業計画

調 査 目 的

次世代育成支援対策推進法の規定により、地域における

子育て家庭の生活実態や意識、サービス利用者の実態及

び今後の利用意向等を把握・分析し、実態に即した目標

事業量の設定及び計画策定に用いるため。

（計画期間：平成２２年度～平成２６年度（５か年間））

子ども・子育て支援法の規定により、地域における子育

て家庭の生活実態や意識、サービス利用者の実態及び今

後の利用意向等を把握・分析し、本市における確保すべ

き教育・保育・子育て支援事業の量の見込みを反映させ

た市町村子ども・子育て支援事業計画を策定するため。

（計画期間：平成２７年度～平成３１年度（５か年間））

調 査 対 象

５，７９４人

（就学前児童：２，９５５人）

（小学校児童：２，８３９人）

１０，０００人＋幼稚園児の保護者

（就学前児童：７，５００人）

（小学校児童：２，５００人）

（幼稚園児童：全員調査対象）

設 問 数

就学前児童：５９問

小学校児童：４９問

就学前児童：８０問

小学校児童：２１問

幼稚園児童：１２問

調査実施期間

（実施予定期間）
平成２１年１月１９日～２月２日（１５日間）

就学前児童：平成２５年９月下旬～１０月上旬

小学校児童：平成２５年９月下旬～１０月上旬

幼稚園児童：平成２５年８月下旬～ ９月６日

回 答 数

２，８１８人（有効回答率：48.6％）
（就学前児童：１，４３３人…48.5％）
（小学校児童：１，３８５人…48.8％）

就学前児童：３，７５０人（有効回答率 50％（見込み））
小学校児童：２，２５０人（有効回答率 90％（見込み））
幼稚園児童：３，５００人（有効回答率 90％（見込み））

資料 7-3 




